
４　教育委員会事務局の役割　　
 (1)　研修会の開催　
　　ア　全校の教職員を対象とした食物アレルギーに関する研修会を開催する。

　　イ　「食物アレルギーに関する研修・訓練の実施について」（資料6-2-3）に基づき，各校が全教職員を対象とした校内研修・訓練を1学期４月当初及び２学期に行うよう指導する。学校から提出される食物アレルギー研修実施報告書（様式6-2-2）をもとに，各校の実施状況を把握する。
　　ウ　研修実施にあたっての予算措置を講じる。
 (2)　緊急時に備え各校の食物アレルギーに係る情報を共有するとともに，緊急時の体制を整え適切な対応を行う。

 (3)　管理指導表の現状を分析し，課題を整理する。また，調布市医師会との連携により，管理指導表について検討し，セカンドオピニオンを構築・運用する。

 (4)　食物アレルギーに係る情報の取扱いの周知
　　　食物アレルギーに係る情報や関係書類に関する以下３点の取扱いを，年度当初
や就学時健診等の機会を捉え，学校へ周知する。
　　ア　校内の対応すべき児童の全体を把握し，全教職員が情報の共有化を図ること
　　イ　保護者の主体的な参加と保護者との積極的な情報共有に努めること
　　ウ　調布市個人情報保護条例に基づき，関係書類を適切に管理すること
 (5)　対応事案等の把握・報告，改善策の検討

　　ア　対応事案やヒヤリ・ハット事例等を把握し，必要に応じて報告等を行う。
　　イ　対応事案やヒヤリ・ハット事例の分析，学校からの改善に関する意見や他自治体の効果的な取組等を踏まえ改善策の検討を行い，学校への周知を図るとともに，必要に応じて本マニュアルを更新する。
 (6)　保護者を中心とした市民に対する働きかけ

　　ア　アレルギーに関する意識・知識の普及啓発
　　イ　孤立化の防止対策実施

 (7)　国・都との連携
　　ア　学校給食提供環境の整備について，国等への要請も検討する。
　　イ　国・都と連携し，ガイドライン，対応指針及び東京都マニュアルに沿った対応を進めていく。
(8)　必要に応じて食物アレルギー対応マニュアルを改訂し，運用改善に努める。なお，様式等に関しては、学校現場や専門医等の意見を踏まえ，速やかに改善を図ることができるよう，本マニュアルと別に「様式・資料集」として定める。[image: image1.png]



ガイドラインＰ18・41，対応指針Ｐ39～40参照
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